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平成２８年度第３回おおいた子ども・子育て応援県民会議 
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平成２９年度における次世代育成支援対策の主な取組について 



課 題課 題 29年度の主な取組29年度の主な取組

□ 子育て支援サービスの周知と利用促進
□ 地域で子育てを応援する雰囲気づくり
□ 「小一の壁」の解消

□ 男性の更なる育児参画
□ 働き方改革

□ 希望と現実のギャップ
□ 妊娠・不妊等の知識不足
□ 不妊治療の早期スタート
□ 妊娠期からの切れ目ない

支援

① ファミリー・サポート・センターの強化
実施市町村数１４→１５、アドバイザー研修を新たに実施

② 子育てほっとクーポンによる子育てサービスの利用促進
27・28年度交付 ７２千人、29年度交付 9千人

③ 子育て応援パスポートの登録推進
登録店舗数 ３２０店→５２０店

④ 放課後児童クラブの増設と質の向上
施設整備１２か所、 支援員認定資格研修 定員３００名
３１９クラブ→３４３クラブ （＋２４クラブ(見込)）

① 全国フォーラム開催等による男性の育児参画の推進① 全国フォーラム開催等による男性の育児参画の推進
６／１６ １７ ファザーリング全国フォーラムinおおいた

② イクボスの推進
イクボス研修の実施

① 結婚の希望が叶う社会づくり
ライフデザイン講座の開催、広域的な出会いの場づくり

② 不妊治療費助成や不妊・妊娠の悩み相談体制の整備
治療費助成事業の広報の充実

地域の
子育て支援
の充実

地域の
子育て支援
の充実

安心して
子育ても

仕事もできる
環境づくり

安心して
子育ても

仕事もできる
環境づくり

結婚から
育児までの
切れ目ない

支援

結婚から
育児までの
切れ目ない

支援

子育て満足度日本一 の実現に向けた 29年度の取組子育て満足度日本一 の実現に向けた 29年度の取組

施 策施 策

幼児期の
教育・保育
の環境整備

幼児期の
教育・保育
の環境整備

①① 保育の受け皿の充実
認定こども園 １０２園→１１３園（＋１１施設(見込)）
※保育所新設（１０施設(見込)）

② 保育士･保育教諭等の確保と質の向上
処遇改善（年２％、月４万円等）
子育て支援員養成 定員200名→定員400名

③ 幼稚園教諭免許更新講習機会の増
大分大学・放送大学に加え、別府大学短期大学部で実施

④ 病児保育の充実
新設５か所・増設１か所、病児保育従事者研修の実施

□ 待機児童の解消
□ 保育士･保育教諭等の不足
□ 幼稚園教諭免許更新講習機会の不足
□ 病児保育の不足
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貧困問題を抱える子どもの「早期発見と支援」「組織支援」の仕組みづくり

保育所・幼稚園

教育委員会、SSW

学校

警察民生・児童委員

民間支援団体

児相・保健所市町村関係課

福祉事務所

社会福祉協議会

市町村要保護児童対策地域協議会 多様な公的支援につなぐ

○生活困窮者自立支援制度
○自立相談支援事業
○生活福祉資金貸付事業
○就労準備、就労訓練事業
○家計相談事業
○児童養護施設等退所者への貸付事業 等

社会福祉協議会

○児童扶養手当の支給
○ひとり親家庭医療費助成
○生活保護
○母子父子寡婦福祉資金の貸付
○母子家庭等自立支援プログラムの策定 等

福祉事務所

問題を抱える子どもを発見
学校

○校長・教頭、学年主任
○担当教諭、養護教諭

○スクールソーシャルワーカーSSW（福祉的）
○スクールカウンセラー（心理学的）

その他医療機関等

警察・法務局

学校・教育委員会

民生・児童委員

民間支援団体

児相・保健所市町村要対協構成員

県要保護児童対策地域協議会（H28.3設置）
※「子どもの虐待防止連絡協議会」(H15)を改組 （年２回開催）

社会福祉協議会

労働局

スクールソーシャルワーカー

＜市町村要対協等の連携機能の強化＞
■広圏域での貧困問題検討会議の開催
目的 ＝ 個別ケースに則した貧困問題への広域的な対応と

市町村SSWの連携強化
内容 ＝ 長期的かつ困難な支援ケースの支援策の検討

ＳＳＷの支援ケース（解決）の発表
回数 ＝ 県下６ブロック（１ブロック：３回／年）（年１８回）
構成 ＝ SSWの指導的立場職員（SV）、ブロック内のSSW、

児相、市町村、学校関係、医療機関、自治会など
検討ケースによって参集範囲を決定

＜教育現場研修＞－継続－
■教員向け研修会の開催
学校現場の教員や養護教諭等を対象に、引き続
き子どもの貧困に関する研修を実施
（貧困問題に対する意識共有。福祉的視点の醸成） ＜要対協の機能強化策＞

■県 第１回会議（６月29日(水)） 講師：SSW
「子どもの貧困対策について」の研修
第２回会議（11月28日(月)）
「体制整備の進捗」の状況報告

■市町村 代表者会議 実施済４回、予定１回
実務者会議 実施済２回、予定２回

＜教育現場研修＞
■研修 10年教職員経験 ２日 受講者： 95名

人権教育担当 １日 受講者： 42名
養護教諭等 １日 受講者：130名

＜問題解決に向けた気運醸成＞
■トップセミナーの開催
管理職候補者(校長、教頭) ２日 受講者：88名

■シンポジウムの開催
H29.3.20 大分大学で開催予定

１ 学校現場の「気づき」機能を強化の継続 （子どもや家庭の困難な状況を、多様な福祉の支援制度へつなぐ）、児童生徒等へ情報提供
・教員向け研修の継続 ・支援策をまとめたハンドブックの作成配布

２ 市町村要保護児童対策地域協議会を中心に広域での貧困事案を検討（検討会議）、関係者の連携による支援の実施
・「貧困問題を抱える子ども」の支援策などの広域での情報共有 ・各地域での社会資源の確保と意見集約

＜問題解決に向けた気運醸成＞
■支援ハンドブックの作成・配布
進学や就学時に活用できる支援策（貸付や奨
学金制度など）を漫画を活用してわかりやすく伝
える（対象者：県下の中2、高2）

■関係機関向けブロックセミナーの開催
各地域でセミナーを開催し、貧困の正しい理解
と情報発信、関係機関からの意見の集約
県教育事務所管内で実施

支
援

学校は貧困に気づいても家庭の問題には踏み
込みにくく、福祉制度のことはよく知らない。

学校から情報を得て、家庭、福祉、地域をつな
ぐ橋渡し役（福祉の視点）

★子どもが過ごす時間が長く、貧困問
題を抱えた子どもを見つける最前線 点から

面の支援へ
（連携体制）

その他 民生委員、保育所 等

など

＜プラットホーム＞ ※主な役割＝市町村内でのケース会議、支援

※主な役割＝県全体の動向、現状の把握、情報提供

・対応事例の共有
・支援困難事例の支援情報

・対応事例の提供
・支援困難事例の提出

・各機関からの
情報提供

・対応件数・内容の報告
・対応事例の報告 など

平成28年度 実績
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